地球温暖化対策の検討事項と取組の方向性について
	検討事項
	現状
	課題及び論点
	委員意見（第2回部会）
	取組の方向性

	大規模事業者の省エネルギーの促進
	・温暖化防止条例に基づき、大規模事業者に対して、CO2排出抑制のための対策計画と実績報告の届出を義務化

・計画の目標未達成の事業者が4割程度ある。

・温室効果ガス排出量の削減割合は、近年減少傾向となっている。
	・取組みが進んでいない事業者に対して取組みを促進する必要がある。

・取組みが進んでいる事業者に対して更に取組みを促進する必要がある。

・事業者による温室効果ガスの総排出量の削減を促進する必要がある。

・対策指標として何を用いるか。
	・取組み促進策として届出書の評価制度を導入することが望ましい。
・従来の届出書の報告内容、基準をベースとして、新たな制度を構築してほしい。

・まず基本的な対策（設備導入等を含む）の実施を評価する方式が良い。
・業種ごとに対策内容は異なるので評価基準は丁寧に作るべき。

・全体の中での位置付けを示す等、評価の内容を事業者にフィードバックすることが必要。


	・従来の届出内容を基本として、新たに届出書の評価制度導入を検討
・対策（一般管理事項・設備運用・設備導入等）の実施率を基本として、排出量削減率とあわせて段階的に評価
・評価基準の設定にあたっては業種ごとの差異を考慮して作成
・事業者に対して、全体の中での位置付け等のフィードバックを実施
■対策指標：条例対象事業者の温室効果ガス排出量削減率

	中小事業者の省エネルギーの促進


	・省エネに関する総合的な窓口の設置（融資・補助制度の紹介、省エネ相談等）

・運用改善マニュアルの配布、省エネセミナーの実施等

・府立環境農林水産総合研究所や府地球温暖化防止活動推進センター等と連携して、中小事業者の省エネ・省CO2診断を実施　等
	・どのような対策を重点的に進めるか。

・コストのかかる省エネ設備の導入は困難

・エネルギー管理に係る人材や体制等が不十分

・事業者数の多い中小事業者に対して診断できる事業者数は限られている。
	・省エネ診断について、他の自治体と連携し改善を進めて頂きたい。
・エコドライブは、今ある車で容易にできるので、最初に、取り掛かりやすい手法である。

・条例の表彰制度で、中小事業者の取組みを、これまで以上に表彰していくことが望ましい。
・中小事業者の取組みについても評価するよう検討してほしい。
	○「見える化」による運用改善の普及促進
・省エネ診断、おおさか版ＢＥＭＳ事業者登録制度を活用した運用改善の普及促進
○情報発信

・相談窓口による省エネ・省CO2の技術や制度に関する情報の発信

・各種団体と連携したキャンペーンやセミナー等の実施

・商工会議所及び商工会と連携し、経営指導員が事業者の省エネを支援

・関西広域連合における取組推進（関西エコオフィス運動）

○設備・機器等の省エネ・省CO2化

・国の補助制度等を活用した省エネ・省CO2機器の導入促進

・融資金利の優遇等によるインセンティブの付与

・府・市町村・民間保有資産（土地・屋根等）の活用
○省エネ・省CO2対策により創出される排出削減クレジットの活用促進
○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・評価制度の評価対象に、大規模事業者による中小事業者への省エネ・省CO2対策支援を含めることにより、中小事業者の対策を促進
・条例の表彰制度で、中小事業者の取組みを、各種団体からの推薦等により積極的に表彰し、優れた取組みを他の中小事業者に広く紹介

	家庭、業務における省エネルギーの促進


	2012年度

(1990年度比)

最近５年

(2008-12)

家庭部門CO2
22％増加

横ばい

世帯数

26％増加

増加傾向
1人当たりｴﾈﾙｷﾞｰ消費量

15%増加

横ばい

業務部門CO2
18％増加

減少傾向

床面積当たりのｴﾈﾙｷﾞｰ消費量

8.2％減少

減少傾向


	・経済活動へ配慮しつつ、省エネの取組みを促進する必要がある。

・省エネ実践を無理なく府民に普及させる必要がある。

・どのような対策を重点的に進めるか。

・対策指標として何を用いるか。
	・対策は網羅されている。
・エアコンや冷蔵庫は、高効率化が頭打ちであり、重点的に高効率給湯器に転換する必要がある。

・オーナー・テナント対策について、届出書の評価制度の評価項目に導入することや促進策を検討して欲しい。
・国の予算獲得のためにも、費用対効果の高いモデル事業を大阪府として取組むことが望ましい。
・対策指標について、世帯人数の減少を考慮し、補正できないか。

・対策指標を一人当たりのエネルギー消費量とすることについては賛成する。
	○「見える化」の普及促進
・家庭エコ診断、ＨＥＭＳ、電気・ガス使用量のお知らせ照会サービス、見える化機器（省エネナビ・電力表示器）、環境家計簿の普及促進
・省エネ診断、おおさか版ＢＥＭＳ事業者登録制度を活用した運用改善の普及促進
○普及啓発

・相談窓口による省エネ・省CO2の技術や制度に関する情報の発信

・各種団体と連携したキャンペーンやセミナー等の実施

・関西広域連合における取組推進
（関西スタイルのエコポイント事業・関西エコオフィス運動）
・グリーン購入の啓発・促進

・地球温暖化防止活動推進センター、市町村、各種団体との連携した普及啓発

・環境教育等の推進
○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・事業者評価制度の導入
・評価制度の評価対象に、オーナー・テナント対策を含めることにより、オーナー・テナント間の推進体制を促進
・一定規模以上の新築、増改築時の環境配慮措置の取組みの促進
○住宅、建築物、設備・機器等の省エネ・省CO2化
・省エネ・省CO2機器への買換え促進

・関連法の施策による省エネ住宅・建築物の性能の向上

・国の補助制度等を活用した省エネ・省CO2機器の導入促進
・国の補助制度等を活用するため、費用対効果の高い事業の検討
・融資金利の優遇等によるインセンティブの付与
・府・市町村・民間保有資産（土地、屋根等）の活用
■対策指標：

（家庭）１人当たりのエネルギー消費量（１世帯当たりの人数の併記）
（業務）床面積当たりのエネルギー消費量

	公共交通等の利用促進、エコカーの普及促進


	・公共交通機関の利用者数が減少

・慢性的な交通渋滞の存在

・エコカーの普及状況は2012年度末で約56万台に増加
	・どのような対策を重点的に進めるか。

・対策指標として何を用いるか。
	・公共交通の利用促進にモビリティ・マネジメントという施策を取り込んでいただきたい。

・エコドライブの事業所向け施策があってもいいのでは。

・地元で病院、店に行くことができるなど、地域で完結し移動距離を少なくする街づくりを行う必要がある。
	○道路交通対策

・放射、環状方向の道路、鉄道の整備による機能的な交通ネットワークの形成

・バイパス道路整備や立体交差化事業、するっと交差点対策などによる慢性的な交通渋滞の緩和

○公共交通利用促進

・駅へのアクセス充実、乗継案内情報の充実

・交通環境学習や利用促進キャンペーンの実施によるモビリティ・マネジメントの推進

○府民・事業者の取組促進

・大阪エコカー協働普及サポートネットにおけるエコカーの率先導入、エコカーの普及・啓発

・燃料供給施設の普及促進

・エコカーの使用、エコドライブ、公共交通機関の利用など環境に配慮した自動車利用の自主的な取組を促進

○市町村のまちづくりにおける都市の低炭素化の取組みを促進

■対策指標：保有台数に占めるエコカーの割合


	検討事項
	現状
	課題及び論点
	委員意見（第2回部会）
	取組の方向性

	資源循環（廃棄物）部門
	・温室効果ガス排出量全体に占める割合は、一般廃棄物が3.3％、産業廃棄物が約0.5％であり、排出量は1990年度より減少
・一般廃棄物については、排出量は減少傾向で再生利用率は向上

・二酸化炭素の排出につながる焼却処理量は減少
	・関連する計画に記載の施策の内、地球温暖化対策に資する施策を推進

・対策指標として何を用いるか。
	・リサイクル率よりは、発生量の削減を入れるべき。産業廃棄物の発生量の削減も入れるべき。
	○３Rの推進による焼却処理量の削減

・容器包装リサイクル法に基づき、府民にプラスチック等容器包装廃棄物の発生抑制及び分別排出を適切に実践できるよう啓発。
○使用済み家電、業務用冷凍空調機器、カーエアコンからのフロン等の適正な回収・処理
○廃棄物発電、廃棄物熱利用の導入促進
■対策指標：一般廃棄物のリサイクル率

	再生可能エネルギー、省エネルギー機器等の普及促進
	・再生可能エネルギーの普及は、東日本大震災により発生した原子力発電所の事故を契機に、地球温暖化防止等に有効

・再生可能エネルギーの固定価格買取制度実施

・大阪府における再生エネルギーの推定利用可能量（導入ポテンシャル）は、太陽光発電が最も多い
	・関連する計画に記載の施策の内、地球温暖化対策に資する施策を推進

・対策指標として何を用いるか。
	・エネルギー総合効率の高いコージェネレーションシステムを施策に入れるべき。

・電気温水器からヒートポンプ式電気給湯機に変える施策を入れることができるのでは。
	○再生可能エネルギーの普及促進

・住宅用・非住宅用太陽光発電設備の導入支援や設置誘導による導入促進

・公共施設や防災拠点等への太陽光発電設備の導入促進

・その他の再生可能エネルギー（中小水力発電、バイオマス発電等）の導入促進

○省エネルギー機器等の普及促進

・熱と電力を合わせた高効率コージェネレーションシステムや燃料電池の導入促進

・ヒートポンプ式電気給湯機器等の省エネ機器の導入促進　など

■対策指標：太陽光発電導入量

	森林吸収の推進
	・森林面積は府域の約１／３を占めている

・間伐の必要な森林で適切に施業が行われているものは約６割
	・関連する計画に記載の施策の内、地球温暖化対策に資する施策を推進

・対策指標として何を用いるか。
	－
	○森林づくりの推進

・保安林指定等による公的関与により間伐を実施

・森林経営計画の策定等による施業集約化の促進

・おおさか材の利用拡大による、持続的な森林整備の促進

■対策指標：森林経営計画の策定累計面積
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